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1. 「経営者保証に関するガイドライン」への取り組み
経営者保証の受⼊時のご説明経営者保証の受⼊時のご説明

• 当⾏では、保証受⼊を検討する際、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨をふまえ、真摯な対応を⼼がけております。具体
的には、以下１〜3の⽅針において、保証の必要性を検討し、お客さまへの⼗分な説明を⾏っています。

1 お客さまと保証契約を締結する際、以下の点について確認を⾏い、そのうえで保証⾦額等を含め総合的な検討を⾏います
 法⼈と経営者との関係の明確な区分・分離が図られているか
 財務基盤の強化が図られているか否か
 財務状況の正確な把握、適時適切な情報開⽰等による経営の透明性が確保が図られているか否か

経営者等との間で保証契約を締結する場合には、保証契約の必要性等について、「経営者保証に関するガイドライン」に基づき主債
務者と保証⼈に対して、個別具体的に以下の説明を⾏っています
 どの部分が⼗分ではないため保証契約が必要となるのか
 どのような改善を図れば保証契約の変更・解除の可能性が⾼まるか

2 万⼀、保証履⾏を請求せざるを得ない状況の場合にも、⼀律に保証⾦額の全額に対して請求を⾏うものではなく、保証履⾏時のお
客さまの資産状況等を勘案したうえで履⾏の範囲を決定します

3 お客さまから保証契約の変更・解除のお申出があった場合、以下の点を検討し、改めて保証の必要性や適切な保証⾦額について真
摯かつ柔軟に対応します
 法⼈と経営者個⼈の資産・経理が明確に分離されているか
 法⼈と経営者の間の資⾦のやりとりが、社会通念上適切な範囲を超えないか
 法⼈のみの資産・収益⼒で借⼊返済が可能と判断し得るか

ご融資までの保証の検討フローご融資までの保証の検討フロー

ご融資の申込 経営者保証の受⼊に
関する説明 保証受⼊の要否検討 ご融資実⾏

※ 審査の結果により、申込時のご希望にそえない場合がございます。


